
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 3年度  事 業 報 告 書
令和3年07月 01日 から令和4年06月 30日 まで

特定非営利活動法人金融 ITた くみ s

1 事業の成果
今年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響でほとんどの事業活動は中止とした。
NPO法 人運営維持のためのWEB理事会や理事間におけるメールによる情報共有などは継続して行っ
てきた。
また会員間ではインフラの仕組みであるホームページやCHATTERシ ステムを活用してコミュニケ

ョンの活発化を図った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数
支出額

(千円)

金融 IT活用
技術の調査研
究事業

海外や国内先進金融機関の

最新の IT動向に関して定
期的に情報収集・調査研究
し、広く発信する。

今年度は未実施

金融 IT活用
技術の講演
会・著作事業

一般及び会員向に先進金融

機関の最新の IT動向につ
いて講演 (たフ

・ンセミナー)

今年度は新型コ

ロナ感染拡大の

ため未実施

会員向に「オンラインセミ

ナー」を実施

2021/12/13
2022/02/07
2022/04/11
2022/06/06

Zoomに よる
オンライン
セミナー

5人

x4回
平均40人

x4回
122

金融 ITに関わる著作事業 今年度は未実施

金融 IT活用
技術の個別コ

ンサル支援事
業

金融 IT関連分野のQ&A
サポー トや金融 ITに関わ
る個別案件のコンサルテイ
ング支援

今年度は未実施



13 28

令和 3年度活動計算書
令和 3年 7月 1日 から令和 4年 6月 30日 まで

特定非営利活動法人 金融ITた くみ s
(単位 :円 )

科
日
】

金 額

I 経常収益
1 受取会費
正会員受取会費
個人会員受取会費
法人会員受取会費
2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益
3 受取助成金等
受取補助金
4 事業収益
金融IT活用技術の調査研究事業収入

金融IT活用技術の講演・著作事業収入
金融IT活用技術の個別コンサル支援事業収入

5 その他収益
受取利息
経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
(1)人件費
給料手当
人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
福利厚生費
人件費計
(2)そ の他経費
消耗品費
会議費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計
Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越ェ味財茜 箱

0

5,000
0 5,000

004

122 460

5

0

0 0

0 0

0
0

0 0

4 4

0
0

0

0

0

0

0
0

0
0
0

122 460

0

0

122,

0

0

0

460
0

0

122,460

-117,456

0

0
-117,456

0
‐117,456
2,978,492
2.861.036



書式第15号 (法第28条関係 )

令和3年度貸借対照表
令和 4年 6月 30日 現在

特定非営利活動法人金融ITた くみ s

(単 :円 )
金額科 目

2,856,036
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資産の部
1流動資産
現金預金

未収金

流動資産計

2固定資産
1) 有形固定資産
什器備品

2) 無形固定資産
ソフ トウェア

固定資産計

資産合計

正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

Ⅱ

Ⅲ

負債の部

l流動負債
未払金

預り金

流動負債計

2固定負債計
長期借入金

固定負債計

負債合計



書式第 16号 (法 28条関係 )

令和 3年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人金融 ITた くみ s

重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正
NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
当法人に該当資産は無いので、この項目は対象外。

(2)固定資産の減価償却の方法
当法人に該当資産は無いので、この項目は対象外。

(3)引 当金の計上基準
当法人ではどんな種類の引当金も計上されていないので、この項目は対象外。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
当法人が物的サービスを有料で受け入れたことはないので、この項目は対象外。

(5)消費税等の会計処理
消費税は税込み経理によっています。

事業別損益の状況

事業名

，

＾

A事業 :

B事業 :

C事業 :

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

金融IT活用技術の調査研究事業収入

金融IT活用技術の講演・著作事業収入

金融IT活用技術の個別コンサル支援事業収入

円 )

(単位 :円 )

4

内容 金額 算定方法 該当するもの無し

使途等が制約された寄附金等の内訳                     該当するもの無し

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

科 目 A事業 B事業 C事業 事業 事業部門計 管理部門 計
△

ｎ
）

′
４

5,000
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ｎ
〉
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〉
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ｎ

）

０

０

０

０
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122,460

0
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0

0

122,460 122,460
（
Ｕ 122,460 122,460

-117,456

I 経常収益
1.受 取会費
2.受 取寄附金
3.受 取助成金等
4.事 業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

印刷製本費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち
したがって使途が制約されていない正味財産は

円は、下記のように使途が特定されています。
円です。

(単位 :円 )

5.固定資産の増減内訳 該当するもの無し

(単位 :円 )

6.借入金の増減内訳 該当するもの無し

円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

該当するもの無し

(単位 :円 )

科 目
計算書類
に計上さ
れた金額

内役員及
び近親者
との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするた
めに必要な事項

事業費と管理費の按分方法

費目により事業費と管理費に分類 (費 目毎の核分なし)

その他の事業に係る資産の状況                      該当するもの無し

8

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

(

_頭首残高]



書式第17号 (法第28条関係 )

令和 3年度 財産目録
令和4年  6月 30日現在

特定非営利活動法人金融ITた くみ s

科
日
【 金 額

194,845
500,281
2,165,910
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2.861.036

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
前受け金
預 り金
翌年度以降の年会費
源泉徴収税預 り金
仮受消費税
短期借入金

資 産 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

´
つ
二
り

ゆ

ゆ

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 負 債 合 計

I 資産の部
1 流動資産
現金預金
現金
普通預金
当座預金
未収入金
未収会費
売掛金

2 固定資産
有形固定資産
什器備品
無形固定資産
ソフトウェア

2 固定負債
長期借入金
固 定 負 債

ちょ銀行中央人丁堀支店
ちょ銀行中央人丁堀支店

27年度 0名

合 計



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 3年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の■名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における颯酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人金融 ITたくみ s

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役  名
(どちらかに

○)

(フ リガナ )
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに

記入)氏 名

1

′
´ ~ヽ

q彗井監事 ,'?.Yit+ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日

年: 月  日
～ 年 月 日島田 直貴

2
′
~｀
、

撻雪¨ 監事
ヤマザキ ゴロウ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年 月 日

～ 年 月 日山時 五郎

3 廷垂ン監事 オカダ ケイイチ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年 月 日

～ 年 月 日岡田 圭一

4 ⊂妻)・ 監事
オガワ ジョウイチロウ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年 月 日
～ 年 月 日

小川 醸―郎

5
オクダ ユウコウ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年: 月 日
～ 年 月 日

奥田 雄弘

6
(三)・ 監事

カシモ ト カオル 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年 月 日

～ 年 月 日樫本 薫

7 G3)・ 監事
コンドウ ショウジ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日

4: 月 日
～ 年 月 日近藤 正司

8 (∋)・ 監事
サイ トウ マモル 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年  月  日
～ 年 月 日齊藤 守

9 G亜発・監事
,')-/1 '?tt

令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年  月  日
～ 年  月  日田中 雅夫

10 ⊂事)・ 監事
ニシオ モ トアキ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日

年 月 日
～ 年 月 日西尾 元 明

11 c肇>監事
Lu -?t tv 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日

4: 月 日
～ 年 月  日

室 勝

12 G馨)・ 監事 ヤマグチ ショウゾウ 令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日

年 月 日
～ 年 月 日

山口 省蔵

13 理事く甕∋)
シノハラ ヒデユキ

令和3年 7月 1日

～ 令和4年 6月 30日
年 月 日
～ 年 月 日篠原 秀行

∈)・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和4年6月 30日現在

特定非営利活動法人 金融 ITた くみ s

氏    名

1 島田 直貴

2 小川 醸一郎

3 岡田 圭一

4 奥田 雄弘

5 樫本 薫

6 近藤 正司

7 齊藤 守

8 田中 雅夫

9 西尾 元明

10 室 勝

11 山口 省蔵

12 山綺 五郎

13 篠原 秀行


